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「下水道の今後」
福丼県土本部都市整備課 課長

中井 義 夫

社団法人福井県 ド水道管路維持協会

につきましては、下水道事業の発展の

ため、こ協力を頂 きまして厚 くお礼を

中し上げます。

また、卜|ころより、県が、「福井元気宣

言」で掲げます「元気な産業 J、「元気な

社会 J、「元気な県土 J、「元気な県政」の四つのビジョンのもと、

各種施策・事業に取 り組んでいますことに対しまして、こ理解

とこ協力を頂きましてお礼を申し上げます c

さて、下水道の目的には、公衆衛生の向上、生活環境の向上、

および河川 海域等の公共用水域の水質保全を図ることがあり

ますほか、近年は、頻発する都 ril型に対応する浸水対策があり、

これらは、私たちが健全な生活する 卜で、必要不可欠なものと

なっています c

このため、県は、市町村とともに、今日まで、諸施策を積極的

に展開し、下水道普及率は、前年度より14ポ イント上昇し、16
年度は614%と なっております。

公共工事の品質確保については、「公共工事の品質確保促進

に関する法律」(平成 17年法律第 18号。)第8条第1項に基づき、
「公共工事の品質確保促進に関する施策を総合的に推進する

ための基本的方針」が定められ、平成 17年 8月 26日 に閣議決定

された。

そして、平成 17年 9月 には法および基本方針に基づき品質確

保を図ってぃく上でのガイ ドラインとして「国十交通省直轄

工事における品質確保促進ガイドラインJが示された。

平成 18年 3月 に、国土交通省都市 地方整備局下水道部と (社 )

日本下水道協会が作成 した「下水道工事における品質確保促

進の手引き (案 )Jは平成 17年 9月 に策定されたガイ ドラインを

基本とし、下水道工事の特性を踏 まえ基本方針に定める事項

が適切に措置できるよう、「下水道工事における品質確保促進

に関する検討委員会」で検討審議され、下水道事業独自の評価

項目・評価基準および事例が盛 り込まれたc下水道管理者にお

かれましては、本手引き (案 )を活用され、下水道工事における

品質確保の促進を積極的に取 り組んでいただきたいと発表さ

れている。このことは、国民の財産である ド水道を守るために、

工事における技術力を求めている。また、各種資格の活用も提

言 している。「内容は、公共工事の品質確保促進に関する法律

の中で、(受注者の責務)と して第7条「公共工事の受注者は、基

本理念にのつとり、契約された公共工事を適性に実施すると

ともに、そのために必要な技術的能力の向上に努めなければ

しかしながら、全国的に見れば、19番 目の位置にあ り、更な

る普及拡大を日指す必要がありますほか、維持管理における管

路等の老朽化対策、大規模地震に対する対策についても、今後

の重要な課題であり、整備を進めなければなりません。

これら事業を進めるためには、長年にわたり巨額の資金を必

要とするため、その財源確保が大きな問題となっていることは

こ承知のとおりでこざいます。

下水道の国の予算は、平成 10年度の4兆8781億円をピーク
に減少し、今年度は2兆2835億円、10年度比では、046と なり、
更に来年度も削減されると聞いてお ります。

県といたしましては、今後とも、市町村とともに、国に対して、

財政の確保、拡充等実効ある施策を強 く要望して参る所存であ

りますが、皆様方からも特段のご支援。こ協力をお願い中し上

げます。

技術の向上とは、日々の明磋琢磨の努力だと考えますっ貴協

会におきましては、会員の皆様方の下水道の管路技術の向上の

ため、積極的に、かつ最剰iの技術等の研修活動を行っていると

聞いてお りますが、今後とも、更なる向上のため、精力的な活動

をお願いいたします .

最後になりますが、貴協会の益々のこ発展と会員の皆様方の

ご健勝をお祈 りいたします。

ならない」と定められている。下水道に関する資格には、国家資

格のほか大臣認定資格、民間資格等があり、技術力の評価にあ

たつては、対象工事の特性を考慮してそれぞれの資格を適切に

活用されたい。」と示している。

下水道工事全般で、技術力の評価、品質確保の重要性を求め

られている。その中で、下水道維持管理業務についてもド記の

ような流れになってきている。

有資格者で省令改正
定試験合格者も対象に

水 道 維持 管 理業務

下水の処理開始の公示事項等に関する省令が31日、一

部改正され、下水道管理技術認定試験 (処理施設)合格者

で2年以上の下水道維持管理実務の経験者が、ド水道法第

22条第2項 に規定する有資格者として新たに位置付けら

れた。下水道の包括的民間委託については受託者側に資

格者を配両することが求められている。認定試験合格者

が資格者となるため、円滑な民間委託の推進が見込まれるc

認

下
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下水道管理技術認定

試験 (処理施設)は、平成

16年度より下水道三種

検定と一本化され、三種

検定試験に統一された力ヽ

それ以前は事業体職員

は下水道三種検定を、民

間技術者は ド水道管理

技術認定試験 (処理施設 )

を優先して受験してきたc

また委言モに際して、事業

体は維持管理業務の質

を確保するため、認定試

験 合格者の配置を求め

るケースが多く、認定試験合格者は下水道の維持管 t■Fを

行う者にとって不可欠な資格となっていた =し かし、認定

試験合格者は下水道法施行令第 15条 の3に 該当しないこ

とから、有資格者に該当していなかった。

一方、下水道法第22条 第2項では、公共下水道および流

域下水道の維持管 lllに ついては、一定の資格を有する者

以外の者に行わせてはならないとされているため、包括

的民間委託を実施する場合には、「下水処理場等の維持管

理における包括的民間委託の推進について (平成 16年国

都下管第 10号 )Jに基づき、民間事業者に有資格者を置 く

ことを求めている。

そこで今回、省令が
r部
改J:さ れ、施行令第 15条 の3第

6号 に規定する同条第 1テナから第5号 までに規定する者と

同等以上の知識および技能をイ∫する者として、下水道管

理技術認定試験 (処理施設)合格者に合格した者で、2年以

11ド水道の維持管理に関する技術上の実務に従事 した経

験者を有する者が位置付けられた。実務経験は、①処理施

設等の運転管理業務の計山i策定及び実施②水質管理並び

に改善データの整理及び分析③処理施設等の運転操作、

保守点検、運転状況の記録等④処理施設等の電機整備又

は機械整備の保守点検⑤処理施設等の試運転及び運転指

導―などで、単なる処理場内の清掃、汚泥等の運搬、各設備・

機械の定期点検、責任を担わない補助的業務は含まれないc

認定試験合格者は1万4284人 に達してお り、実務経験

が伴つたものを有資格者 とすることで、性能発注に基づ

く包括的民間委託のさらなる推進が期待されるc

(水道産業新聞平成18年 4月 3日 記事より)

下水道処理施設の包括的民間委託 (維持管理業務)について

は受託者側に資格者を配置するように省令により決められた

ことも、適正な品質確保が必要であることの現われであろうc

管理技士を選定基準に
下水道管路調査委託
一 名古屋市 ―

業務内容の安定・向上ヘ

下水道本管調査業務委託の入札参加資格をめぐり、名

li屋市上下水道局は約一年前から検討チームを立ち上げ、

今年4月 には、5つのノ、本L後資格確認型一般競争人札 (電 r

入札方式)案件で管路管理技士などの技術者を配置する

ことを入札参加条件に盛 り込んだ =日 本下水道事業団が

実施する ド水道管理技術認定試験 (管路施設 )合格者や日

本 ド水道管路管理業協会が認定する下水道管路管理技士

(主任技 L・ 専門技士)な ど一定の技術的基準を定めるこ

とで、委託業務内容の安定・向上を図る。今後 も管路調査

業務については、同様の条件を求めていく方針を固めた。

国土交通省でも管路の維持管理業務に関しては、下水道

管路管理技十資格認定市1度などを参考とするよう呼びか

けているこ業務委託の増加が進めば、技術基準を求める動

きは全目的に拡大する可能性がある。

全国的拡大の可能性も
名古屋市 L下 水道局 |ま 4月 12日 、瑞穂区、南区、中区、昭

和区、千種区、東区、中付区、北区の8区における5つの ド水

道本管調査業務委託のフ、市L条 件を公示した =こ れまで同

市では、管路調査業務などのフ、市し参加資格として「公共 ド

水道、流域 F水道または都「ilド水路に係る下水本管調査 (H

視、内径800ミ リ以 卜、延長500メ ー トル以上 )業務」や「公

共 ド水道、流域下水道または者I市下水路に係る下水本管

■ 7調査 (内径800ミ リ未満、延長2800メ ー トル以 L)業務」

の履行実績を有することなどを掲げていたが、さらに今

FI「次のどちらかの基準を満たす技術者を各業務委託毎

に専任で配置できること」として、①日本下水道事業団が

実施する下水道管理技術認定試験 (管路管理)の合格者 1名、

② 日本下水道管路管理業協会が認定する下水道管路管理

技十のうち、主任技 |:、 専門技上 (清掃剖
`門

)及び専門技士

(調査J`門 )各 1名 cただし、主任技士、専門技 lf(清掃部門 )

及び専門分野 (調査部門)は各部門の資格を有する場合に

は兼ねることができる一という基準を盛 り込んだ。

下水道管理技術認定試験 (管路管理)は 日本 ド水道事業

団が毎年 1回、全国の主要 H者「市で行つている認定試験で、

下水道管路施設の維持管理業務に従事する技術者の技術

力を公平に判定し認証することにより、管路施設維持管

理の健全な発展と技術者の技術水準の向 11を 図る目的が

あるc平成 17年度までの合格者は2万2657人。

一方、下水道管路管理技十は、日本 ド水道管路管理業協

会が、下水道管路施設の管理技術者養成事業の一つとして、

管路施設の管理業務の履行について必要な知識と技術・

技能を持つ者を、その程度に応じ、認定しているもので、「下

業
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水道管路管理総合技 |,(総合技 lf)J、「下水道管路管理主

任技上 (主任技士 )J、「下水道管路管理専門技十 (専門技士)」

に分類される[

これらの資格はいずれも会員以外が受験することが可

能であり、下水道管路管理技士試験のうち「総合技士J及

び「主任技十」部門において (ま、下水道管理技術認定試験 (管

路管理)の合格者であることが受験資格となっている。

1司 市の山田雅雄・上下水道局長 |ま「ド水道本管調査業務

を民間に委託する際、入札参加資格に管路管理技 lfな ど

の技術者を配置することを麻 り込むことで、委言モ先によ

る業務内容のバラツキを防止 したいJと してフ、札後資格

確認型一般競争入札 (電子入札方式)を より効果的に運営

する意向を示している。

国上交通省下水道部 も18年度全国下水道主管課長会

議第一 plで、管路の維持管理業務に関しては、下水道管路

管理技十資格認定制度や日本 ド水道管路管理業協会業者

登録制度などを参考とするよう説明している.

既にいくつかの者「市は技術者の配置など管路調査業務

の委言モ選定基準の見直しを始めてお り、今後管路調査業

務の民間委言モが1曽力Πすれば、同様な動きは全国的に拡大

するものと見られる。

(水道産業新聞平成18年 6月 1日 記事より)

下水道管路調査委託業務にも有資格者の適]Ji配置が求めら

れるようになってきた。一定の技術的基準を定めることにより、

委託業務内容の安定と向上を図る事を目的にしているが、今

後は管渠の補修、管更生分野で も条件付ける自治体が増えそ

うである。また、l■ l土交通省も18年度全国下水道主管課長会議

で、「管路の維持管理に関しては、下水道管路管理技士資格認

定制度や日本下水道管路管理業協会業者登録制度などを参考

とするようJ説明していることは、我々維持管理を直接携るも

のには大きな意味を持っている。

今後の下水道の維持管理には、適正かつ技術力のある有資

格業者への発注が望まれてくると考えている。
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チャレンジ!管路管理技士
団塊世代の穴“民で埋める"
「自治体にも2007年問題」
管路管理技士資格認定制度には、Ftl土交通省 ド水道部

も大きく期待している.

その背景に老朽管の増加があるのはもちろんだが、も

う 一つ、自治体に勤める団塊の I吐代の一斉退職がある。い

わゆる2007年問題だ。日本 ド水道事業団けS)研修センタ
ーが割
`道

府県や政令市など443団体を対象に行った調査

によると、技術分野の下水道職員の中で50～ 60歳代の割

合は者「道府県で約60%、 政令市で40%超 。彼らが抜けた
穴を、民間技術者で岬めなければならないのだ。

それでも管路管理技十資格の必要性が理解されにくい

のは、下水道法では管路管理についてのみ資格者を現場

に配置する義務がないからだcす ぐに法律を改T:す るの

は難 しいが、同部管理指導室の早川雅卓室長は「資格者を

有する技術力のある会社が、官の仕事の委託先として選

ばれるように時代が変わっていくJと 資格の必要性を強調.

資格の信頼性についても「下水道部所管の公益法人が手

掛ける管路管理関係の資格はこれだけJと 大鼓判を押す。

地方共同法人であるJSの資格制度と運動していること

も、信頼性を裏付ける.総合技 liと 主任技士は、JSの認定

資格に合格しないと受験できない。JSの 試験で躍 礎知識 "

が、技士試験で“現場力・実務経験"の能力が試される。技

士試験に合格するということは、その両方を共有するこ

との証となる。

資格が信頼の証に
しかし、JSの試験の合格者が8000名 を超えているのに

対し、総合技士と主任技士は計2100名 ほど。受験資格はあ

りながら、技士試験を受験していない人が多い.「若い人に

もっと挑戦してほしいJ(成田愛世JS研修センター所長).

今後、「総合評価落札方式において、資格者の有無が評

価点数を左右する時代になるJと 成田所長は見る.「その時、

F頼んで良かったなJと 思われる技術者、会社を日指 して

ほしいJと は、|二川室 1モから業界への切実な要望である。

管路管理事業は、まさにこれからが本番だc業界には今後

も継続的な努力が求められる。

(環境新聞 平成18年 4月 19日 記事より)
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ご諷 告 な わ 祠 ら祓

繊ll‐ 澤難多ヽヽ 彰多多なミミ′

第14回通常総会終了
■平成18年 5月 18日 (水)16:00
■ふくいウェルシティ厚生年金会館

開会に酒井会長が挨

拶をした .そ の中で、建

設業界の痛みに耐 えな

がら、下水道維持管理の

重要性 と今後の品質管

理のあ り方や新技術の

習得が大切であること

を話 した。

新役員紹介

陸筵ドヽ
`41

東洋地工株式会社
〒910-0806ネ昌非卜T市雇署本田丁4-10-2
Te 0776-53-5335 Fax10776-53-5336

株式会社 トミックス

〒9160005鯖江市杉本町808番地
Te 0778-51-1 321 Fax10778-52-2961

株式会社中村正建設
〒9100833福丼市新保2丁目815番地
Te 0776-54-2383 Fax10776-54-2397

西村建設株式会社
〒910-0122福井T打石盛田丁816番ナ也
Te 0776-56-2822 Fax10776-56-2823

株式会社 ミルタニエ業
〒910-0844福井市長本田丁106番ナ也
Te 0776-53-5671 Fax10776-53-5695

嶺南建設株式会社

〒9140802敦賀市呉竹町2丁目1224
Te 0770-25-6333 Fax10770-23-5580

有限会社若狭総合環境センター

〒9170076小浜市湯岡11号 4番地の 1
Te 0770-52-1185 Fa× 10770-52-2185

酒井 典康  帥 トミックス
山岸 健―  新保興業帥

霧「lミミ螂

帥クォードコーボレーション

帥中村正建設

東洋地工い

西村建設m
mダィェィ
野村会計事務所

■クォートコーボレーション
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高橋  進
中村 正治
小寺 輝夫
西村謙―郎

宮本  俊
野村 ―栄
末定 深三

当日、御多忙の中、福井県土本部者『市整備課 中井課長 よ
り来賓挨拶をいただき、福井県の今後の維持管理の考え方や

重要性、当協会に対する期待と激励をいただいた c

議案審議

第1号議案 平成 17年度事業報告承認の件
第2号議案 平成 17年度収支計算書、正味買イ産増減計算

書他、承認の件

第3号議案 役員改選の件
以 上の議案が可決されたことを報告します .

平成 18年度 維持管理技術研修会の報告

会  工学博士 平井正哉様に解説をいただいたこ
最近、重要視されている管更生時の「早I質管理」「施工管理 J

「安全管理Jに ついて学習でき、再確認が出来ました。

エスジーシー下水道センター株式会社
〒1600008東 京都新宿区三栄町]9番地

(大久保ビル2F)

Te 03-3355-3951 Fax103-3355-3952

FRP内 面補修工法協会
〒1600004東 京都新宿区四谷2丁目10番地3
Te 03-3355-1 525 Fax103-3355-5786

クリスタルライニングエ法協会
〒4600013愛知県名古屋市中区上前津2丁 目3番 26号

(東洋化工機 (株 )内 )
Te 052-321-3875 Fax1052-321-0173

株式会社 国土 開発セ ンター 福丼支店
〒9188015福 丼県福丼市花堂南1丁目11番 29号

(サン11ビル3)
Te 0776-33-601l Fax10776-33-5960

株式会社 水研
〒9188116福 井県福井市大町1丁目711番地
Te 0776-35-881l Fax10776-34-3664

日本スナップロック協会
〒1350042東 京都江東区木場3丁 目7番地 11
Te 03-3630-1 640 Fax103-3630-1124

ペ ンタフ株式会社
〒5610874大阪府豊中市長興寺南4丁 目7-3
Te 06-6866-8246 Fax106-6866-8867
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株式会社浅原組
〒9103104福井県福井市布施田町511
Te 0776-83-1122 Fax10776-83-0461

株式会社キープクリーン

〒9160005福井県鯖江市杉本町813番地
Te 0778-51-1322 Fax10778-51-8234

株式会社クォー ドコーボレーション
〒9188151福井市中荒井町第5号5番地
Te 0776-38-3806 Fax10776-38-6284

新保興業株式会社
〒914-0812敦賀市昭和日]1-18-26
Te 0770-22-1243 Fax10770-24-0102

株式会社ダイエイ
〒9150876越前市白崎町7313
Te 0778-24-4624 Fax10778-24-4626

大北久保建設株式会社
〒9110033勝山市栄町2-7-6
Te 0779-87-1580 Fax10779-87-3148

丹南開発株式会社
〒9160146丹生郡朝日町朝日5171
Te 0778-34-2334 Fax10778-34-2674

テラオライテ ック株式会社
〒9150806越前市本保町第8号 5番の 1
Te 0778-22-521 5 Fax10778-22-4100

FSMA塑爾鴻腑講鶉i籠n帥ぃ∞酬m/〒 916‐ 0005福 井県鯖江市杉本町813番地 TEL&FA× 077852-2805


